予算要求資料
平成27年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：観光費　目：観光開発費
	事業名：欧州等戦略的外客誘致推進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　商工労働部　国際戦略推進課　海外誘客係　電話番号：058-272-1111（内2355）

　　　　E-mail：c11129@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　１４，２２３千円（前年度予算額：１５，０００千円）

＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	15,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	15,000

	要求額
	14,223
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	14,223

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・2008年の「日仏交流150周年」を契機に、岐阜県と在日フランス大使館との間で、「フランス・岐阜／地域交流プログラム」を作成し、これまで約6 年間にわたり幅広い分野で交流を進めてきており、平成26年度には、現地にて大規模な観光プロモーションを実施するとともにオ=ラン県と「経済・観光に関する協力覚書」を締結したところである。今後も更に交流を発展させるため、引き続き現地でのフォローアップを行う必要がある。
・2020年東京オリンピックの開催は新たな観光需要を生み出すものと期待されており、首都圏からの外国人誘客に向けて近隣自治体と連携して新たな観光ルートや注目されつつあるスポーツ観光をＰＲすることが必要である。
（２）事業内容

・フランスから欧米各国への波及効果も狙った岐阜県への誘客及び北陸新幹線の開業及び2020年東京オリンピックの開催を活かした海外誘客を促進する。
○「フランス・岐阜／地域交流プログラム」展開。

　　　　　フランス観光ＰＲイベントの開催
　　　　　　会場：フランスのホテル等

事業費：9,300千円
　　　　　フランス旅行会社タイアップ事業（ＦＩＴ対策）

　　　　　　事業費：850千円

　　 ○北陸信越地方の自治体と連携し、首都圏からの外国人誘客に向けた活動を展開
　　　　　[広域観光マップ作成]

　　　　　　内容：岐阜県及び北陸信越地域を含む広域観光マップ作成

　　　　　　事業費：500千円（全体事業費：11,550千円）
　　　　　[欧米豪向け事業]

　　　　　　内容：ＭＡＰ（旅行博）への出展、現地旅行会社招聘　等

　　　　　　事業費：1,858千円（全体事業費：19,554千円）
[東南アジア向け事業]
　　　　　　内容：現地旅行博への出展、現地旅行会社招聘　等

　　　　　　事業費：962千円（全体事業費：19,982千円）

（３）県負担・補助率の考え方

　・「フランス・岐阜／地域交流プログラム」展開については、県が全額負担（県独自の事業であるため）
　・首都圏からの誘客の展開については、北陸信越地方の県等と国とのビジット・ジャパン・キャンペーン事業として実施予定。
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	2,153
	渡航費、６県担当者等との会議、

	需用費
	850
	ノベルティ、旅行会社等セールス先への土産等消耗品費

	役務費
	2,050
	携帯電話代、通訳費

	委託料
	9,170
	観光ＰＲｲﾍﾞﾝﾄ開催費、現地旅行会社タイアップ等

	合計
	14,223
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
・長期構想

　　１　新たな「成長・雇用戦略」の展開

　　　・外国人観光客のさらなる拡大に向けた取組の強化

　・岐阜県成長・雇用戦略

　　最重要プロジェクト「観光産業の基幹産業化プロジェクト」

　　・外国人観光客倍増プロジェクト

（２）国・他県の状況

　・他都道府県においても同様の事業を実施しており、県が事業予算を負担（47都道府県が実施）
（３）後年度の財政負担

　・次年度以降も継続して実施する。
（４）事業主体及びその妥当性
・外国人観光客の誘致については、長期計画でも位置づけた県の役割であり、事業費を負担する。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）
	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　フランスを基点とした欧米からの誘客を着実に推進するとともに、北陸新幹線の金沢開業や東京五輪開催に向けて、首都圏に来訪した欧米豪からの誘客を推進することで本県の認知度向上と宿泊等による県内観光消費額の増加に取り組みます。


（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	県内外国人宿泊者数
（観光庁宿泊旅行統計）
	26万人
（H24）
	（H　）
	（H　）
	41万人
（H25）
	60万人
（H29）
	68.3％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
・コルマール旅行博に出展しフランスを始めとする欧州各国からの参加者に食・モノ・観光が一体となり岐阜県ブランドのＰＲを行った。

・北陸新幹線沿線自治体等と連携し、海外旅行博への出展、旅行会社招へい等を行い、欧米、東南アジア各国の旅行会社等にＰＲを行った。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
・フランスを始めとする欧州各国での岐阜県の認知度向上、欧州、東南アジアからの観光客数の増加。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	○５年間にわたり実施してきた「フランス・岐阜／地域交流プログラム」の成果を今後もお互いに発展させていくことで合意している。

○北陸新幹線の金沢開業等により首都圏からの新たなゴールデンルートとして、一層外国人観光客が訪問することが期待される。
○上記の好機と捉え、積極的な施策を展開していく必要性がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	欧米、東南アジアからの観光客数が増加しつつあり、一定の成果が上がっている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	


（今後の課題）
	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
○現地旅行会社との連携の強化及び北陸新幹線の金沢開業に向けた沿線６県の連携の強化が必要である。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

○海外からの誘客は継続的に取り組むことが大切であるため、フランスを始めとする欧米での岐阜県の認知度の向上を図るとともに北陸新幹線の延伸による旅行者の利便性の向上等を強くＰＲする。


